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き 申請書類等お間違いないよ う ご注意く ださ い。  



 

■ 介護保険法に基づく 各種サービ ス の指定を  

受ける にあたっての、 定款への事業名の記載について ■ 

 

 ○ 介護保険法に基づく 居宅サービ ス 事業 

  訪問介護、 訪問入浴介護、 訪問看護、 訪問リ ハビリ テーショ ン、 居宅療養管理指導、  

  通所介護、 通所リ ハビリ テーショ ン、 短期入所生活介護、 短期入所療養介護、  

  特定施設入居者生活介護、 福祉用具貸与、 特定福祉用具販売 

 ○ 介護保険法に基づく 地域密着型サービ ス 事業 

  定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護、 夜間対応型訪問介護、 地域密着型通所介護、  

認知症対応型通所介護、 認知症対応型共同生活介護、 小規模多機能型居宅介護、  

地域密着型特定施設入居者生活介護、 地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護、  

複合型サービス  

 ○ 介護保険法に基づく 居宅介護支援事業 

  居宅介護支援 

 ○ 介護保険法に基づく 介護予防サービ ス 事業  

介護予防訪問入浴介護、 介護予防訪問看護、  

介護予防訪問リ ハビリ テーショ ン、 介護予防居宅療養管理指導、  

介護予防通所リ ハビリ テーショ ン、 介護予防短期入所生活介護、  

介護予防短期入所療養介護、 介護予防特定施設入居者生活介護、 介護予防福祉用具貸与、  

特定介護予防福祉用具販売 

 ○ 介護保険法に基づく 地域密着型介護予防サービ ス 事業 

  介護予防認知症対応型通所介護、 介護予防小規模多機能型居宅介護、  

  介護予防認知症対応型共同生活介護 

 ○ 介護保険法に基づく 介護予防支援事業 

  介護予防支援 

 

 

 

 
定款変更について、 所轄官庁の許認可が必要な場合は、 必ず所轄官庁へその変更に

ついてご相談く ださ い。  

（ 株式会社や有限会社、 合資会社等の営利法人の場合、 所轄官庁はあり ま せん。 ）  

ご注意く ださ い！ 
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＝変更あり

上乗せ率( %) 上乗せ率( %) 増減
横 浜 市 ２ 級地 16 ２ 級地 16
川 崎 市 ２ 級地 16 ２ 級地 16

相 模 原 市 ４ 級地 12 ４ 級地 12

横 須 賀 市 ５ 級地 10 ４ 級地 12 ＋
鎌 倉 市 ３ 級地 15 ３ 級地 15
逗 子 市 ４ 級地 12 ４ 級地 12
三 浦 市 ６ 級地 6 ４ 級地 12 ＋
葉 山 町 ６ 級地 6 ５ 級地 10 ＋
厚 木 市 ４ 級地 12 ３ 級地 15 ＋
大 和 市 ５ 級地 10 ５ 級地 10

海 老 名 市 ４ 級地 12 ４ 級地 12

座 間 市 ５ 級地 10 ５ 級地 10
綾 瀬 市 ５ 級地 10 ５ 級地 10
愛 川 町 ５ 級地 10 ５ 級地 10

清 川 村 ６ 級地 6 ６ 級地 6

藤 沢 市 ４ 級地 12 ４ 級地 12

茅 ヶ 崎 市 ５ 級地 10 ５ 級地 10

寒 川 町 ５ 級地 10 ５ 級地 10

平 塚 市 ５ 級地 10 ５ 級地 10

秦 野 市 ６ 級地 6 ６ 級地 6

伊 勢 原 市 ５ 級地 10 ５ 級地 10

大 磯 町 ６ 級地 6 ６ 級地 6

二 宮 町 ６ 級地 6 ６ 級地 6

南 足 柄 市 その他 0 ７ 級地 3 ＋
中 井 町 その他 0 ６ 級地 6 ＋
大 井 町 その他 0 その他 0
松 田 町 その他 0 その他 0
山 北 町 ７ 級地 3 ７ 級地 3
開 成 町 その他 0 その他 0

小 田 原 市 ５ 級地 10 ５ 級地 10

箱 根 町 ７ 級地 3 ７ 級地 3
真 鶴 町 その他 0 その他 0

湯 河 原 町 その他 0 その他 0

介護報酬の地域区分の見直し

区　 　 分
改定前

（ 令和３ 年度～令和５ 年度）
改定後

（令和６年度～令和８年度）
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2級地 3級地 4級地 5級地 6級地 7級地 その他 2級地 3級地 4級地 5級地 6級地 7級地 その他

16% 15% 12% 10% 6% 3% 0% 16% 15% 12% 10% 6% 3% 0%

訪問介護 70% 11.12 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00 70% 11.12 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00

訪問入浴介護 70% 11.12 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00 70% 11.12 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00

訪問看護 70% 11.12 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00 70% 11.12 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00

訪問リ ハビリ テー
ショ ン

55% 10.88 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00 55% 10.88 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00

通所介護 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

通所リ ハビリ テー
ショ ン

55% 10.88 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00 55% 10.88 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00

短期入所生活介護 55% 10.88 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00 55% 10.88 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00

短期入所療養介護 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

特定施設入居者生活
介護

45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

夜間対応型訪問介護 70% 11.12 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00 70% 11.12 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00

認知症対応型通所介
護

55% 10.88 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00 55% 10.88 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00

小規模多機能型居宅
介護

55% 10.88 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00 55% 10.88 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00

認知症対応型共同生
活介護

45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

地域密着型特定施設
入居者生活介護

45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

定期巡回・ 随時対応
型訪問介護看護

70% 11.12 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00 70% 11.12 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00

看護小規模多機能型居宅
介護（ 複合型サービス ） 55% 10.88 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00 55% 10.88 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00

地域密着型通所介護 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

70% 11.12 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00 70% 11.12 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00

介護老人福祉施設 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

介護老人保健施設 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

介護医療院 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

※　 介護予防サービス は、 省略。

サービス 別の１ 単位当たり の単価の見直し

（ 単位　 円）

区　 　 　 　 分

改　　定　　前
（令和３～５年度）

改　　正　　後
（令和６～８年度）

人
件
費
割
合

上乗せ割合 人
件
費
割
合

上乗せ割合

居宅介護支援

介護保険施設サービス

居宅サービス

地域密着型サービス
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  地域単価の見直し
(令和６年４月～令和９年３月)

２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地 ７級地 その他

・訪問介護
・訪問入浴介護
・訪問看護
・居宅介護支援

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護
・夜間対応型訪問介護

１１．１２円 １１．０５円 １０．８４円 １０．７０円 １０．４２円 １０．２１円 １０円

・訪問リハビリテーション
・通所リハビリテーション
・短期入所生活介護
・認知症対応型通所介護
・小規模多機能型居宅介護

・看護小規模多機能型居宅介護（複合型サー
ビス）

１０．８８円 １０．８３円 １０．６６円 １０．５５円 １０．３３円 １０．１７円 １０円

・通所介護
・短期入所療養介護
・特定施設入居者生活介護
・認知症対応型共同生活介護
・地域密着型通所介護

・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・介護医療院
・地域密着型特定施設入居者生活介護
・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活
介護

１０．７２円 １０．６８円 １０．５４円 １０．４５円 １０．２７円 １０．１４円 １０円

※サービス種類については、介護予防サービスのある居宅サービス及び地域密着型サービスは介護予防サービスを含む。

(令和３年４月～令和６年３月)
２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地 ７級地 その他

・訪問介護
・訪問入浴介護
・訪問看護
・居宅介護支援

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護
・夜間対応型訪問介護

１１．１２円 １１．０５円 １０．８４円 １０．７０円 １０．４２円 １０．２１円 １０円

・訪問リハビリテーション
・通所リハビリテーション
・短期入所生活介護
・認知症対応型通所介護
・小規模多機能型居宅介護

・看護小規模多機能型居宅介護（複合型サー
ビス）

１０．８８円 １０．８３円 １０．６６円 １０．５５円 １０．３３円 １０．１７円 １０円

・通所介護
・短期入所療養介護
・特定施設入居者生活介護
・認知症対応型共同生活介護
・地域密着型通所介護

・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・介護療養型医療施設
・介護医療院
・地域密着型特定施設入居者生活介護
・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活
介護

１０．７２円 １０．６８円 １０．５４円 １０．４５円 １０．２７円 １０．１４円 １０円

※サービス種類については、介護予防サービスのある居宅サービス及び地域密着型サービスは介護予防サービスを含む。

改
　
定
　
案

現

　
　
　
　
行

２級地 ：横浜市/川崎市

３級地 ：鎌倉市/厚木市

４級地 ：相模原市/横須賀市/藤沢市/逗子市/三浦市/海老名市

５級地 ：平塚市/小田原市/茅ケ崎市/大和市/伊勢原市/座間市/綾瀬市/葉山町/寒川町/愛川町

６級地 ：秦野市/大磯町/二宮町/中井町/清川村

７級地：南足柄市/山北町/箱根町

その他 ：上記以外

２級地 ：横浜市/川崎市

３級地 ：鎌倉市

４級地 ：相模原市/藤沢市/厚木市/逗子市/海老名市

５級地 ：横須賀市/平塚市/小田原市/茅ケ崎市/大和市/伊勢原市/座間市/綾瀬市/寒川町/愛川町

６級地 ：三浦市/秦野市/葉山町/大磯町/二宮町/清川村

７級地：山北町/箱根町

その他 ：上記以外
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訪問介護料金早見表（ 令和６ 年度介護報酬改定） 【 １ 割負担】

【 利用者負担算出方法】
 地域単価×単位数＝○○円（ １ 円未満切り 捨て）
　 ○○円－（ ○○円×０ ． ９ （ １ 円未満切り 捨て） ） ＝△△円（ 利用者負担額）

　 なお、 料金変更が報酬改定に係る も ののみである 場合は、 料金変更届は不要と し ていま す。

2級地 3級地 4級地 5級地 6級地 7級地 その他

11. 12円 11. 05円 10. 84円 10. 7円 10. 42円 10. 21円 10円

イ   身体介護が中心である 場合

（ １ ） 所要時間20分未満の場合 163 182 181 177 175 170 167 163

（ ２ ） 所要時間20分以上30分未満の場合 244 272 270 265 261 255 250 244

（ ３ ） 所要時間30分以上１ 時間未満の場合 387 431 428 420 414 404 396 387

（ ４ ） 所要時間１ 時間以上の場合 567 631 627 615 607 591 579 567

 ( ４ ) に所要時間１ 時間から 計算し て所要時間
 30分を増すごと

82 92 91 89 88 86 84 82

ロ   生活援助が中心である 場合

（ １ ） 所要時間20分以上45分未満の場合 179 199 198 194 192 187 183 179

（ ２ ） 所要時間45分以上の場合 220 245 244 239 236 230 225 220

ハ  通院等のための乗車又は降車の介助が中
  心である 場合

97 108 108 106 104 101 99 97

　 注7　  身体介護を行った後に引き 続き 所要
      時間20分以上の生活援助を行った場合、
　 　 　 所要時間が20分から 計算し て25分を
      増すごと に（ 195単位を限度と する ）

65 73 72 71 70 68 67 65

　 注16　 緊急時訪問介護加算（ １ 回につき ） 100 112 111 109 107 105 103 100

ニ  初回加算（ １ 月につき ） 200 223 221 217 214 209 205 200

ホ  ( 1) 生活機能向上連携加算( Ⅰ)
       ( １ 月につき )

100 112 111 109 107 105 103 100

    ( 2) 生活機能向上連携加算( Ⅱ)
       ( １ 月につき )

200 223 221 217 214 209 205 200

ヘ  口腔連携強化加算 ( １ 月につき ) 50 56 56 55 54 53 51 50

ト   ( 1) 認知症専門ケア加算( Ⅰ)
       ( １ 日につき )

3 4 4 4 4 4 3 3

    ( 2) 認知症専門ケア加算( Ⅱ)
       ( １ 日につき )

4 5 5 5 5 5 4 4

特定事業所加算（ 単位数）

（ １ ） 特定事業所加算（ Ⅰ） 所定単位数の100分の20に相当する 単位数

（ ２ ） 特定事業所加算（ Ⅱ） 所定単位数の100分の10に相当する 単位数

（ ３ ） 特定事業所加算（ Ⅲ） 所定単位数の100分の10に相当する 単位数

（ ４ ） 特定事業所加算（ Ⅳ） 所定単位数の100分の３ に相当する 単位数

（ ５ ） 特定事業所加算（ Ⅴ） 所定単位数の100分の３ に相当する 単位数

介護職員等処遇改善加算（ 単位数）

介護職員等処遇改善加算（ Ⅰ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率２ ４ ． ５ パーセント

介護職員等処遇改善加算（ Ⅱ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率２ ２ ． ４ パーセント

介護職員等処遇改善加算（ Ⅲ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ８ ． ２ パーセント

介護職員等処遇改善加算（ Ⅳ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ４ ． ５ パーセント

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ １ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率２ ２ ． １ パーセント

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ２ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率２ ０ ． ８ パーセント

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ３ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率２ ０ ． ０ パーセント

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ４ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ８ ． ７ パーセント

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ５ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ８ ． ４ パーセント

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ６ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ６ ． ３ パーセント

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ７ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ６ ． ３ パーセント

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ８ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ５ ． ８ パーセント

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ９ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ４ ． ２ パーセント

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ １ ０ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ３ ． ９ パーセント

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ １ １ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ２ ． １ パーセント

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ １ ２ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ １ ． ８ パーセント

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ １ ３ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ０ ． ０ パーセント

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ １ ４ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率７ ． ６ パーセント

 ※処遇改善加算の単位数は、 基本報酬に、 処遇改善加算以外の加算・ 減算を加えた単位数に、 加算率を乗じ て算出 。

※こ の表は新規指定申請等の際に、 事業所が利用料金表を作成する ために参考と し て作成し たも のです。 実
際の利用者負担額の算出は、 １ か月のサービ ス 合計単位数によ り 計算し ま す。

※「 所定単位数の１ ０ ０ 分の○に相当する 単位数」 等と 規定さ れている 加算・ 減算（ 早朝・ 夜間加算、
  特定事業所加算、 同一建物に居住する 利用者に対する 減算など ） は下表には記載し ており ま せんが、
  必要に応じ て料金表に記載し てく ださ い。

　 訪問介護費（ １ 回につき ） 単位数

利用者負担額（ １ 割） 円
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訪問介護料金早見表（ 令和６ 年度介護報酬改定） 【 ２ 割負担】

【 利用者負担算出方法】
 地域単価×単位数＝○○円（ １ 円未満切り 捨て）
　 ○○円－（ ○○円×０ ． ８ （ １ 円未満切り 捨て） ） ＝△△円（ 利用者負担額）

　 なお、 料金変更が報酬改定に係る も ののみであ る 場合は、 料金変更届は不要と し ていま す。

2級地 3級地 4級地 5級地 6級地 7級地 その他

11. 12円 11. 05円 10. 84円 10. 7円 10. 42円 10. 21円 10円

イ   身体介護が中心であ る 場合

（ １ ） 所要時間20分未満の場合 163 363 361 354 349 340 333 326

（ ２ ） 所要時間20分以上30分未満の場合 244 543 540 529 522 509 499 488

（ ３ ） 所要時間30分以上１ 時間未満の場合 387 861 856 839 828 807 791 774

（ ４ ） 所要時間１ 時間以上の場合 567 1, 261 1, 253 1, 230 1, 214 1, 182 1, 158 1, 134

 ( ４ ) に所要時間１ 時間から 計算し て所要時間
 30分を 増すご と

82 183 182 178 176 171 168 164

ロ   生活援助が中心であ る 場合

（ １ ） 所要時間20分以上45分未満の場合 179 398 396 388 383 373 366 358

（ ２ ） 所要時間45分以上の場合 220 490 487 477 471 459 450 440

ハ  通院等のための乗車又は降車の介助が中
  心であ る 場合

97 216 215 211 208 202 198 194

　 注7　  身体介護を 行っ た後に引き 続き 所要
      時間20分以上の生活援助を 行っ た場合、
　 　 　 所要時間が20分から 計算し て25分を
      増すご と に（ 195単位を 限度と する ）

65 145 144 141 139 136 133 130

　 注16　 緊急時訪問介護加算（ １ 回につき ） 100 223 221 217 214 209 205 200

ニ  初回加算（ １ 月につき ） 200 445 442 434 428 417 409 400

ホ   ( 1) 生活機能向上連携加算( Ⅰ)
       ( １ 月につき )

100 223 221 217 214 209 205 200

    ( 2) 生活機能向上連携加算( Ⅱ)
       ( １ 月につき )

200 445 442 434 428 417 409 400

ヘ  口腔連携強化加算 ( １ 月につき ) 50 112 111 109 107 105 102 100

ト   ( 1) 認知症専門ケ ア 加算( Ⅰ)
       ( １ 日につき )

3 7 7 7 7 7 6 6

    ( 2) 認知症専門ケ ア 加算( Ⅱ)
       ( １ 日につき )

4 9 9 9 9 9 8 8

特定事業所加算（ 単位数）

（ １ ） 特定事業所加算（ Ⅰ） 所定単位数の100分の20に相当する 単位数

（ ２ ） 特定事業所加算（ Ⅱ） 所定単位数の100分の10に相当する 単位数

（ ３ ） 特定事業所加算（ Ⅲ） 所定単位数の100分の10に相当する 単位数

（ ４ ） 特定事業所加算（ Ⅳ） 所定単位数の100分の３ に相当する 単位数

（ ５ ） 特定事業所加算（ Ⅴ） 所定単位数の100分の３ に相当する 単位数

介護職員等処遇改善加算（ 単位数）

介護職員等処遇改善加算（ Ⅰ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率２ ４ ． ５ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅱ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率２ ２ ． ４ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅲ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ８ ． ２ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅳ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ４ ． ５ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ １ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率２ ２ ． １ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ２ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率２ ０ ． ８ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ３ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率２ ０ ． ０ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ４ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ８ ． ７ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ５ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ８ ． ４ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ６ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ６ ． ３ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ７ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ６ ． ３ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ８ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ５ ． ８ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ９ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ４ ． ２ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ １ ０ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ３ ． ９ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ １ １ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ２ ． １ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ １ ２ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ １ ． ８ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ １ ３ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ０ ． ０ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ １ ４ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率７ ． ６ パーセン ト

 ※処遇改善加算の単位数は、 基本報酬に、 処遇改善加算以外の加算・ 減算を 加えた単位数に、 加算率を 乗じ て算出 。

※こ の表は新規指定申請等の際に、 事業所が利用料金表を 作成する ために参考と し て作成し たも のです。 実
際の利用者負担額の算出は、 １ か月のサービ ス 合計単位数によ り 計算し ま す。

※「 所定単位数の１ ０ ０ 分の○に相当する 単位数」 等と 規定さ れている 加算・ 減算（ 早朝・ 夜間加算、
  特定事業所加算、 同一建物に居住する 利用者に対する 減算など ） は下表には記載し ており ま せんが、
  必要に応じ て料金表に記載し てく ださ い。

　 訪問介護費（ １ 回につき ） 単位数

利用者負担額（ ２ 割） 円
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訪問介護料金早見表（ 令和６ 年度介護報酬改定） 【 ３ 割負担】

【 利用者負担算出方法】
 地域単価×単位数＝○○円（ １ 円未満切り 捨て）
　 ○○円－（ ○○円×０ ． ７ （ １ 円未満切り 捨て） ） ＝△△円（ 利用者負担額）

　 なお、 料金変更が報酬改定に係る も ののみであ る 場合は、 料金変更届は不要と し ていま す。

2級地 3級地 4級地 5級地 6級地 7級地 その他

11. 12円 11. 05円 10. 84円 10. 7円 10. 42円 10. 21円 10円

イ   身体介護が中心であ る 場合

（ １ ） 所要時間20分未満の場合 163 544 541 530 524 510 500 489

（ ２ ） 所要時間20分以上30分未満の場合 244 814 809 794 783 763 748 732

（ ３ ） 所要時間30分以上１ 時間未満の場合 387 1, 291 1, 283 1, 259 1, 242 1, 210 1, 186 1, 161

（ ４ ） 所要時間１ 時間以上の場合 567 1, 892 1, 880 1, 844 1, 820 1, 773 1, 737 1, 701

 ( ４ ) に所要時間１ 時間から 計算し て所要時間
 30分を 増すご と

82 274 272 267 264 257 252 246

ロ   生活援助が中心であ る 場合

（ １ ） 所要時間20分以上45分未満の場合 179 597 594 582 575 560 549 537

（ ２ ） 所要時間45分以上の場合 220 734 730 716 707 688 674 660

ハ  通院等のための乗車又は降車の介助が中
  心であ る 場合

97 324 322 316 312 303 297 291

　 注7　  身体介護を 行っ た後に引き 続き 所要
      時間20分以上の生活援助を 行っ た場合、
　 　 　 所要時間が20分から 計算し て25分を
      増すご と に（ 195単位を 限度と する ）

65 217 216 212 209 204 199 195

　 注16　 緊急時訪問介護加算（ １ 回につき ） 100 334 332 326 321 313 307 300

ニ  初回加算（ １ 月につき ） 200 668 663 651 642 626 613 600

ホ   ( 1) 生活機能向上連携加算( Ⅰ)
       ( １ 月につき )

100 334 332 326 321 313 307 300

    ( 2) 生活機能向上連携加算( Ⅱ)
       ( １ 月につき )

200 668 663 651 642 626 613 600

ヘ  口腔連携強化加算 ( １ 月につき ) 50 167 166 163 161 157 153 150

ト   ( 1) 認知症専門ケ ア 加算( Ⅰ)
       ( １ 日につき )

3 10 10 10 10 10 9 9

    ( 2) 認知症専門ケ ア 加算( Ⅱ)
       ( １ 日につき )

4 14 14 13 13 13 12 12

特定事業所加算（ 単位数）

（ １ ） 特定事業所加算（ Ⅰ） 所定単位数の100分の20に相当する 単位数

（ ２ ） 特定事業所加算（ Ⅱ） 所定単位数の100分の10に相当する 単位数

（ ３ ） 特定事業所加算（ Ⅲ） 所定単位数の100分の10に相当する 単位数

（ ４ ） 特定事業所加算（ Ⅳ） 所定単位数の100分の３ に相当する 単位数

（ ５ ） 特定事業所加算（ Ⅴ） 所定単位数の100分の３ に相当する 単位数

介護職員等処遇改善加算（ 単位数）

介護職員等処遇改善加算（ Ⅰ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率２ ４ ． ５ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅱ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率２ ２ ． ４ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅲ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ８ ． ２ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅳ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ４ ． ５ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ １ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率２ ２ ． １ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ２ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率２ ０ ． ８ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ３ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率２ ０ ． ０ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ４ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ８ ． ７ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ５ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ８ ． ４ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ６ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ６ ． ３ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ７ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ６ ． ３ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ８ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ５ ． ８ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ ９ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ４ ． ２ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ １ ０ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ３ ． ９ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ １ １ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ２ ． １ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ １ ２ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ １ ． ８ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ １ ３ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率１ ０ ． ０ パーセン ト

介護職員等処遇改善加算（ Ⅴ） （ １ ４ ） 介護報酬総単位数（ 基本単位+各種加算減算） ×サービ ス 別加算率７ ． ６ パーセン ト

 ※処遇改善加算の単位数は、 基本報酬に、 処遇改善加算以外の加算・ 減算を 加えた単位数に、 加算率を 乗じ て算出 。

※こ の表は新規指定申請等の際に、 事業所が利用料金表を 作成する ために参考と し て作成し たも のです。 実際の
利用者負担額の算出は、 １ か月のサービ ス 合計単位数によ り 計算し ま す。

※「 所定単位数の１ ０ ０ 分の○に相当する 単位数」 等と 規定さ れている 加算・ 減算（ 早朝・ 夜間加算、
  特定事業所加算、 同一建物に居住する 利用者に対する 減算など ） は下表には記載し ており ま せんが、
  必要に応じ て料金表に記載し てく ださ い。

　 訪問介護費（ １ 回につき ） 単位数

利用者負担額（ ３ 割） 円
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新規事業者指定（ R６ .６ 月版） 訪問介護 

 

４  必要書類一覧及び留意事項 
 

 

 

 

 

①  指定申請に係る 必要書類一覧表 Ｐ ２  

 

②  介護給付費請求に係る 必要書類一覧表 Ｐ ２  

 

③  チェ ッ ク リ ス ト  Ｐ ４  

※ チェ ッ ク リ ス ト によ り 、 書類が整っている か等自己点検をし てく ださ い。  

 

④  申請書類作成にあたっての留意事項 Ｐ ９  

※ 申請書類作成にあたって、 ご質問の多い点を掲載し ていま す。 ご参照く ださ い。  

 

⑤ 同一住所で２ サービス 以上の事業を 行う 場合 Ｐ 12 

※ 複数サービ ス を行う 場合の留意事項を掲載し ていま す。 参照く ださ い。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
①～⑤の各項目を し っかり 、 確認い

ただく こ と によ り 、 審査も よ り 、 ス

ムーズに進みま す！ 

◆ 申請前には、 指定基準を 次によ り 、 必ずご確認く ださ い。  
 
◇ 「 介護保険六法」 などの一般書籍 

 
◇ 「 介護情報サービス かながわ」  

－「 文書/カテゴリ 検索」  
－「 １ ． 新規事業者指定」  

－（ 各サービス 種類の名称）  
－「 ５ ．（ 各サービス 種類の名称） の指定基準等」  

－「 ９ ． 運営状況点検書・ 運営の手引き 」  
－「 ２ ． 運営の手引き 」  

https://kai go.rakuraku.or. j p/search-l i brary/l ower-3-2.html ?topi d=10 

－（ 各サービス 種類の名称） 運営の手引き  
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① 訪問介護指定申請に係る 必要書類一覧表 
 
N o 書   類 様式等 

1 指定居宅サービス 事業所（ 指定介護予防サービス 事業所、 介護保険施設）

指定（ 許可） 申請書 

第１ 号様式 

2 申請者（ 開設者） の登記事項証明書の原本  

3 訪問介護事業所の指定に係る 記載事項（ 付表１ ）   

4 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表 指定申請書類様式にある 勤務形

態一覧表を 使用し てく ださ い。  

5 従業者の資格証の写し  

※資格証の姓が現在と 異なる 場合、 姓が変わったこ と が分かる 公的な書

類を添付（ 例： 運転免許証の表裏をコ ピーし たも の、 戸籍謄本の写し ）  

 

6 事業所のサービス 提供責任者経歴書 

※「 サービ ス 提供責任者の経歴」 は、 次の書類に代える こ と が可能です。  

（ １ ） 介護福祉士の場合、「 介護福祉士登録証」  

（ ２ ）介護職員基礎研修課程修了者及び訪問介護に関する １ 級課程修了者の場合、「 当

該研修を 修了し た旨の証明書の写し 」  

（ ３ ） 訪問介護に関する ２ 級課程修了者の場合、「 当該研修を 修了し た旨の証明書の

写し 」 及び「 ３ 年以上介護等の業務に従事し たこ と がわかる 書類」  

 

7 事業所の平面図 参考様式２ （ 任意様式でも 可）  

8 運営規程（ 料金表含む）   

9 利用者から の苦情を処理する ために講ずる 措置の概要 参考様式４  

10 法人代表者等誓約書（ 別紙含む。）  参考様式６  

11 申請手数料 

※電子申請届出シス テムによ る 申請の場合は、 収入証紙のご 準備は不要です。 申請受

付後、 電子納付のご 案内を メ ールにて送付し ま すので、 その際、 ス マホ決済、 ク レ ジ

ッ ト カード 又は Pay-easy によ り お支払いを お願いし ま す。  

 

郵送によ る 申請の場合は、収入証

紙貼付用紙に神奈川県収入証紙

を 貼付し てご提出く ださ い。（ 収

入印紙ではあり ま せん。）  

掲載場所：  

文書/カテゴ リ 検索 

－１ ． 新規事業者指定 

－（ 各サービ ス 種類の名称）      

－２ ． 指定申請書類様式 

 

② 

 

介護給付費請求に係る 必要書類一覧表 

 

1 介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出書 掲載場所：  

文書/カテゴリ 検索 

－３ ． 加算届 

 －（ 各サービ ス 種類の名称）        

加算を 算定し ない場合も No１ 、２

は提出が必要です。  

2 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表 

 

3 

各種加算の届出様式【 各種加算によ り 様式の有無等が異なり ま す】  

※加算を算定し ない場合は不要 

※介護職員等処遇改善加算の届出については、 電子申請によ り 提出（ 紙

によ る 提出は不要）  

※ 吸収合併（ 分割） によ る 事業承継の場合は①の 1、 2、 3、 4、 10、 11、 ②の 1、 2、 3 及び吸収合併（ 分割）

契約書（ 県に届け出ている 情報から 変更があれば関係書類の提出要）  

※ 再付番（ 既に指定を受けている が事業所番号のみ変更が必要な場合） の場合は①の 1、 2、 3、 4、 8、 10、

11、 ②の 1、 2、 3 

※ 指定申請時には当該一覧表の順番のと おり 書類を整え、 ご持参く ださ い。  
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※ 訪問介護事業者は老人福祉法の届出も 必要ですので、「 老人福祉法に基づく 「 老人居宅生活支援事業（ 地

域密着型サービ ス 以外）」 に係る 各種届出について（ ご案内）」 を 確認の上、 指定申請書類と 併せて提出

し てく ださ い。  

 https://k aigo.raku raku .or. jp/search-l ibrary/low er-3-3.h tm l?topid=2& id=52 

 

 

 

※県が必要と 認める 場合は、 上記申請書類の他、 雇用契約書、 賃貸契約書等の提出を求める こ と や、

事業所の訪問調査を行う こ と があり ま す。  

※虚偽や不正があった場合には、介護保険法第 77 条に基づき 介護事業者の指定を取り 消す場合があ

り ま す。  
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③ 訪問介護申請及び介護給付費請求に係る 必要書類チェ ッ ク リ ス ト  

■ 提出書類 

 チェ ッ ク 箇所 チェ ッ ク 項目 備考 

□ 指定居宅サービス 事業所（ 指定介護予防サービス 事業所、 介護保険施設） 指定（ 許可） 申請書（ 第１

号様式）  

 申請欄 

 

□ 申請者の所在地、 名称、 代表者の職名・ 氏名が登記事項証明書

と 一致し ている 。  

 

申請者 □ 名称、 主たる 事務所の所在地が登記事項証明書の商号、 本店の住

所と 一致し ている 。  

□ 法人の電話番号、 Ｆ Ａ Ｘ 番号、 Ｅ ｍ ａ ｉ ｌ を 記載し ている 。  

□ 法人等の種類を 選択（ 記載） し ている 。  

□ 代表者の職名・ 氏名・ 住所が登記事項証明書の記載と 一致し てい

る 。  

□ 法人代表者の生年月日を 記載し ている 。  

□ 法人の吸収合併又は吸収分割における （ 許可） 申請の場合には、

チェ ッ ク 欄にチェ ッ ク を し ている 。  

※登記事項証明書に記載さ

れている 住所では郵便物

が届かない場合は、 アパー

ト 名や部屋番号など を 記

載し てく ださ い。  

※電話番号、 Ｆ Ａ Ｘ 番号、 Ｅ

ｍ ａ ｉ ｌ の記載間違いに

注意し てく ださ い。  

指定（ 許可）

を受けよ う と

する 事業所・

施設の種類 

□ 共生型サービ ス を 申請する 場合、 チェ ッ ク 欄にチェ ッ ク を し て

いる 。  

□ 指定（ 許可） 申請対象事業等欄に「 〇」 を 記載し ている 。  

□ 既に同一事業所名、 同一所在地で指定を 受けている 事業がある

場合は、 既に指定（ 許可） を 受けている 事業等欄に「 ○」 と 記載

し ている 。 ま た、 介護保険事業所番号欄に既に指定を 受けている

事業所の事業所番号を 記載し ている 。  

 

□ 申請者（ 開設者） の登記事項証明書の原本 

  □ 発行日から ３ ヶ 月以内の原本である 。  

□ 目的欄に申請する サービ ス が位置付けら れている 。  

 

□ 訪問介護事業所の指定に係る 記載事項（ 付表１ ）  

 事業所 □ 名称及び所在地を 記載し ている 。  

□ 電話番号、 Ｆ Ａ Ｘ 番号、 Ｅ ｍ ａ ｉ ｌ を 記載し ている 。  

※電話番号、 Ｆ Ａ Ｘ 番号、

Ｅ ｍ ａ ｉ ｌ の記載間違いに

注意し てく ださ い。  

管理者 □ 氏名、 住所、 生年月日を 漏れなく 記載し ている 。  

□ 訪問介護員等と の兼務の有無についてチェ ッ ク し ている 。  

□ 同一敷地内の他の事業所の職務を 兼務する 場合、 事業所又は施

設の名称、 兼務する 職種及び勤務時間（ 週あたり の勤務時間） を 記

載し ている 。  

 

※人員基準を 確認し てく だ

さ い。  

＜参考＞ 

－文書/カテゴリ 検索 

 －９ ． 運営状況点検書・

運営の手引き  

  －「 ２ ． 運営の手引き 」 

共生型サービ

ス の該当の有

無 

□ 共生型サービ ス の該当の有無についてチェ ッ ク し ている 。   

人員に関する

基準の確認に

必要な事項 

□ 従業者の職種・ 員数は、 勤務形態一覧表、 運営規程の員数と 一

致し ている 。  

 

利用者の推定 □ 申請月における 利用者の推定数を 記載し ている 。   

11



- 5 - 
 

数 

サービス 提供

責任者 

□ サービ ス 提供責任者の氏名、 住所を 記載し ている 。   

添付書類 □（ 別添） 添付書類・ チェ ッ ク リ ス ト を 記載し ている 。   

□ 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表 

 サービス 種別 □ サービ ス 種別について、 プルダウ ン リ ス ト から 選択し ている 。  

□ 事業所名を 記載し ている 。  

□ ( 1) 、 ( 2) についてプルダウ ン リ ス ト から 選択し ている 。  

□ 事業所における 常勤の従業者が勤務すべき 時間数を 記載し てい

る 。  

 

第 1 週～第 4

週 

□ 職種、 勤務形態、 資格について、 プルダウ ン リ ス ト から 選択し

ている 。  

□ 氏名は資格証のも のと 一致し ている 。  

□ 管理者及び従業者全員の毎日の勤務時間数（ ４ 週間分） を 記載

し ている 。  

□ 常勤職員が勤務すべき １ 週あたり の勤務時間は、 ３ ２ 時間以上

と なっ ている 。  

□ 同一事業所内の他の職務や同一敷地内の他の事業所の職務を 兼

務する 場合、 それぞれの職務に係る 就業時間を 按分し て記載し て

いる 。（ ダブルカウ ン ト はでき ま せん。）  

※常勤換算について 

 

＜参考＞ 

③申請書類作成にあたっ て

の留意事項 

 

 

□ 従業者の資格証の写し  

  □ 資格を 必要と する 職種について資格証の写し を 添付し ている 。  

 （ 資格を 必要と し ない職種は添付不要）  

  ※資格証の姓が現在と 異なる 場合、 姓が変わっ たこ と が分かる

公的な書類を 添付（ 例： 運転免許証の表裏を コ ピ ーし たも の、

戸籍謄本の写し ）  

※勤務形態一覧表の順番に

並べてく ださ い。  

□ 事業所のサービス 提供責任者経歴書 ※資格証をも って代える 場合はチェ ッ ク 不要 

 主な職歴等 

 

□ 指定予定月の前月ま での職歴等を 記載し ている 。  

□ 介護関係の職歴については、 開設法人名及び事業所名を 記載し

ている 。  

 

指定（ 変更）

後に従事する

職務 

□ 今回指定を 受ける 予定の事業について記載し ている 。  

□ 管理者以外の職務を 兼務する 場合、「 サービ ス 提供責任者兼○

○」 のよ う に記載し ている 。  

 

□ 事業所の平面図 

  □ 事務室、 相談室、 手指消毒の配置場所、 を 記載し ている 。  

□ Ｐ Ｃ 、 電話、 複合機（ Ｆ Ａ Ｘ ）、 鍵付き 書庫の配置場所を 記載し

ている 。  

□ 同一敷地内で他のサービ ス （ 例えば、 通所介護等） を 行う 場合、

事業毎に専用のス ペース （ 専用の机でも 可） を 設ける 必要がある

が、 図面にど の部屋・ 机がど の事業のも のである か明記し ている 。 

□ 事務室は、 事業を 行う ために必要な広さ の専用のス ペース が設

けら れている 。  

□ 相談室は、 利用申込みの受付、 相談等に対応する のに適当なス

ペース が確保さ れている 。（ 相談室が専用の部屋でない場合、 パー

※設備基準を 確認し てく だ

さ い。  

＜参考＞ 

－文書/カテゴリ 検索 

－９ ． 運営状況点検書・

運営の手引き  

－２ ． 運営の手引き  
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テーショ ン 等で全面囲われている など 、 プラ イ バシーが確保さ れ

ている こ と 。）  

□ 運営規程（ 料金表含む）  

 （ 運営規程）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 事業の目的及び運営方針）  

  □記載し ている 。  

（ 従業者の職種、 員数及び職務内容）  

□職種ご と に常勤、 非常勤の別、 専従、 兼務の別と 員数を 記載

し ている 。  

（ 営業日及び営業時間）  

□営業日・ 営業時間と サービ ス 提供日・ サービ ス 提供時間が異

なる 場合は、 サービ ス 提供日・ サービ ス 提供時間を 記載し て

いる 。  

（ 指定訪問介護の内容及び利用料その他の費用の額）  

  □介護保険利用料以外で徴収する 費用も 記載し ている 。  

   例） 通常の事業の実施地域を 超える 場合の交通費等 

（ 通常の事業の実施地域）  

□通常の事業の実施地域が市町村の一部地域と する 場合、 当該

一部地域の具体的な範囲を 明示し ている 。  

（ 緊急時における 対応方法）  

  □記載し ている 。  

（ 虐待の防止のための措置に関する 事項）  

□体制の整備、 研修の実施、 速やかな通報の実施など について

記載し ている 。  

（ その他運営に関する 重要事項）  

□従業者の研修（ 採用時研修、 継続研修の頻度）  

□衛生管理 

□従業者及び従業者の退職後の秘密保持 

□苦情処理の体制・ 相談窓口 

□事故発生時の対応 

□記録の保管期間 

※その他※ 

  □附則の施行日は事業開始予定日を 記載し ている 。  

＜参考＞ 

文書/カテゴ リ 検索 

－１ ． 新規事業者指定 

－各サービ ス  

－３ ． 申請書類記載

例・ 作成例 

 

＜参考＞ 

③． 申請書類作成にあたっ

ての留意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （ 料金表）  

 

 

□ 介護保険利用料以外で徴収する 費用も 料金表に記載し ている 。  

□ 利用者負担額は、 料金表作成例にある 「 ＊利用者負担額の算出

方法」 を 参考にし て計算し ている 。  

□ 利用者負担額は、 ２ 割、 ３ 割についても 記載し ている 。  

※料金表（ 単位数） につい

て 

＜参考＞ 

 －文書/カテゴ リ 検索 

 －令和６ 年度介護保険制

度改正・ 報酬改定 

 －料金早見表（ 在宅サー

ビ ス グループ所管分の

み）  

□ 利用者から の苦情を処理する ために講ずる 措置の概要 

  □ 苦情等に対応する 担当者名、 職種を 記載し ている 。  

□ その他参考事項には、 苦情が出ないための具体的な方策を 記載

 

13



- 7 - 
 

し ている 。  

□ 法人代表者等誓約書 

  □ 申請者の氏名は、 申請書（ 第１ 号様式） の氏名（ 法人名、 代表

者名） と 一致し ている 。  

□ 申請する サービ ス に対応し た別紙を 添付し ている 。  

 

□ 申請手数料（ 収入証紙貼付用紙） ※郵送によ る 申請の場合 

  □ サービ ス 種別ご と の納付額を 確認し ている 。  

□ 神奈川県収入証紙を 貼付し ている 。  

□ 連絡先を 記載し ている 。  

 

※電子申請届出シス テムに

よ る 申請の場合は、 申請受

付後に電子納付のご 案内を

送付し ま すが、 予め「 指定

申請の流れについて」 の「 指

定申請等手数料について」

によ り 納付額を ご 確認く だ

さ い。  

  ※ 証紙貼付用紙の掲載場所 

      文書/カテゴ リ 検索 

        －１ ． 新規事業者指定 

ht t ps: //kai go. r akur aku. or . j p/sear ch-l i br ar y/l ower -3-2. ht ml ?t opi d=2 

  －各サービ ス  

          －２ ． 指定申請書類様式 

□ 介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出書 

  □ 申請者の氏名は、 申請書（ 第１ 号様式） の氏名（ 法人名、 代表

者名） と 一致し ている 。  

□ 提供する サービ ス の実施事業欄に「 ○」 を 記載し 、 異動（ 予定）

年月日欄に事業開始予定年月日を 記載し ている 。  

※加算を 算定し ない場合で

あっ ても 作成し てく ださ

い。  

□ 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表 

  □ 該当する 地域区分を チェ ッ ク し ている 。  

□ 提供サービ ス 、 施設等の区分、 その他該当する 体制等、 割引、

地域区分のそれぞれの欄の該当箇所にチェ ッ ク を し ている 。  

□ 加算を 算定し ない場合は「 なし 」 にチェ ッ ク を し ている 。  

＜介護職員等処遇改善加算を 算定する 場合＞ 

□ 処遇改善計画書は、 かながわ福祉サービ ス 振興会

（ ht t ps: //kour ei . kanaf uku-si nsei . j p） のシス テム から 提出し て

いる 。  

□ 届出書及び一覧表は、 神奈川県電子申請シス テム（ e-kanagawa）

（ ht t ps: //dshi nsei . e-kanagawa. l g. j p/140007-u/of f er /of f er Li

s t _ det ai l ?t empSeq=70223） から 提出し ている 。  

※加算を 算定し ない場合で

あっ ても 作成し てく ださ

い。  

□ 各種加算の届出様式【 加算を算定する 場合のみ】  

  □ 各加算様式の内容を 確認し 該当箇所に記入し ている 。   

  ※ 介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出の様式等の掲載場所 

      文書/カテゴ リ 検索 

        －３ ． 加算届 

ht t ps: //kai go. r akur aku. or . j p/sear ch-l i br ar y/l ower -3-2. ht ml ?t opi d=4 

  －各サービ ス    
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確認項目（ 以下の書類については、 必要に応じ て提出を依頼する こ と があり ま す。）  

□ 賃貸借契約書の写し 又は建物の登記事項証明書の原本 

  □ 賃貸借契約の場合、 契約は申請法人名義で行われている 。  

（ ※建物の使用目的が住宅や居宅と なっ ている 場合は、 貸し 主から

事業の用途で使用する こ と について同意を 得ている か。）  

 

□ 従業者の雇用が確認でき る 書類の写し  

  □ 雇用契約書や労働条件通知書の写し を 事業所で保管し ている 。  

□ 従業員は事業所と 契約し ており 、 事業所の指揮命令下にある か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ 損害保険 

  □ 損害保険に加入し ている か。  

 

 

 

 

 

 

※労働条件の明示については「 労働基準法第１ ５ 条」に規定さ れていま す。

なお、 労働基準法に関する 内容は、 労働基準監督署へお問い合わせく ださ

い。  

※利用者にケガを さ せたり 、 物を 壊し てし ま っ たたり し た場合など 、 賠償すべき 事故が発生し た

場合、 事業者は損害賠償を 速やかに行わなければなり ま せん。  
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③申請書類作成にあたっ ての留意事項（ 訪問介護）  

 

申請書類作成にあたって、 ご質問の多い点をま と めま し た。 こ ちら も 参考の上、 申請書類を作成し て

き てく ださ い。  

１  人員   

（ １ ）  訪問介護員等の必要員数は常勤換算方法で 2. 5 人分以上の常勤換算と は？ 

 ○「 サービス 提供責任者＋訪問介護員の 1 週間の合計勤務時間」 を「 事業所の常勤職員の 1 週間

の勤務時間」 で割ったも のです。  

・  合計勤務時間と は、 訪問介護のサービス 提供に従事する 時間と サービス 提供の準備等を行う

時間（ 待機時間を含む） の合計時間です。  

・  常勤職員の勤務時間は、 各事業所で規定し ま す。  

 就業規則がある 場合－就業規則に定めた勤務時間 

 就業規則がない場合－常勤職員と の雇用契約書に記載さ れた勤務時間 

・  常勤、 非常勤の区別は、 事業所で規定し た時間数を勤務する かで区別さ れる も のであり 、 正

社員、 パート で区別する も のではあり ま せん。  

   

  例１   常勤職員の勤務時間が週 40 時間の事業所 

サービス 提供責任者Ａ  常勤 週 40 時間勤務 

訪問介護員Ａ  非常勤 週 20 時間勤務 

訪問介護員Ｂ  非常勤 週 20 時間勤務 

訪問介護員Ｃ  非常勤 週 16 時間勤務 

訪問介護員Ｄ  非常勤 週 10 時間勤務 

  サービス 提供責任者＋訪問介護員の 1 週間の合計勤務時間は、  

40＋20＋20＋16＋10＝106 時間 

  常勤職員の 1 週間の勤務時間は、 40 時間 

  よ って、 常勤換算は、 106÷40＝2.65 → 2.6（ 小数点第 2 位切り 捨て）。  

 

（ ２ ） 管理者について 

○ 同一事業者によ る 他のサービス の管理者等を兼務する こ と は可能です（ 管理業務に支障が

ない場合に限る ）。 その際には、 それぞれのサービス ごと に時間を割り 振り （ 例： 居宅介護

支援の管理者４ 時間／日、 訪問介護の管理者４ 時間／日）、 勤務表に割り 振った時間を記載

し てく ださ い。  

２  設備基準   

 （ １ ）  同一敷地内で他のサービ ス （ 居宅介護支援、 訪問看護等） を行う 場合 

○ 事務室は同じ 部屋を使用する こ と は可能ですが、それぞれの事業ごと に専用のス ペース（ 専

用の机でも 可） を設ける 必要があり ま す。  

○ 図面にどの部屋・ 机がどの事業のも のである かを明記し てく ださ い。  

 

 （ ２ ）  消毒設備 

○ 「 速乾性手指消毒液」 等を手洗い場に設置し てく ださ い。  

○  図面に消毒設備（ 手指消毒液） の位置を記載し てく ださ い。  
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（ ３ ）  相談室 

○ 個室ま たはパーテーショ ンで仕切る など、 利用者のプラ イ バシーに配慮し てく ださ い。  

  

３  運営規程  

（ １ ）  必ず記載すべき 事項 

○ 事業の目的及び運営の方針  

→ 居宅条例第５ 条などを参考にし てく ださ い。  

○ 従業者の職種、 員数及び職務内容 

 → 常勤・ 非常勤の別、 専従・ 兼務の別を記載し てく ださ い。  

   例） 訪問介護員５ 名 （ 常勤兼務３ 名、 非常勤兼務２ 名）  

○ 営業日、 営業時間、 サービ ス 提供日、 サービス 提供時間 

 → 営業日、 営業時間と は事業所が開いている 日、 時間 

サービ ス 提供日、 サービス 提供時間はサービ ス 提供が可能な日、 時間 

その他、（ ２ ） 営業日を参照  

○ 指定訪問介護の内容及び利用料その他の費用の額 

 → 介護保険利用料以外で徴収する 費用も すべて記載し てく ださ い。  

○ 通常の事業の実施地域 

 → 地域が明確に特定さ れている 必要があり ま す。  

その他、（ ３ ） 通常の事業の実施地域を参照 

○ 緊急時における 対応方法 

→ 居宅条例第 28 条など を参考にし てく ださ い。  

○ 虐待の防止のための措置に関する 事項 

→体制の整備、 研修の実施、 速やかな通報の実施など について記載し てく ださ い。  

○ その他運営に関する 重要事項 

 → 採用時研修、 継続研修の頻度、 従業員（ 従業員であったも の） の守秘義務について

記載し てく ださ い。  

 

（ ２ ）  営業日 

   ○ 祝日の営業について、 運営規程に明記し てく ださ い。  

   例：  営業する 場合 →  営業日は、 月曜から 土曜ま でと する （ 祝日は営業する ）。  

         営業し ない場合→  営業日は、月曜から 土曜ま でと する（ 祝日は営業し ない）。  

○ 夏休み、 冬休みを設定する 場合には、 運営規程に明記し てく ださ い。  

   例：  営業日は、 月曜から 土曜ま でと する （ 祝日は営業し ない）。  

          但し 、 12 月 29 日～1 月 3 日ま でを除く 。       

 

（ ３ ）  通常の実施区域 

○ 通常の実施区域内では、  

① 交通費は別途請求でき ま せん。  

② 合理的な理由がない限り 、 実施区域内に住んでいる 利用者へのサービ ス 提供は拒否

でき ま せん。  

 以上を踏ま えて、 通常の実施区域は、 事業所で決めてく ださ い。  

※ 通常の実施区域外に居住する 利用者に対し て、 サービ ス を提供し てはいけないと いう こ

と ではあり ま せん。 サービ ス を提供する かについては、 事業所で判断でき ま す。  
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（ ４ ）  その他の費用 

○ 通常の実施区域外に居住する 利用者に対し ては、 運営規程に定め、 利用者から 同意を得

れば、 交通費（ 実費） を別途利用者に請求する こ と ができ ま す。   

○ 交通費を請求する かし ないかは、 事業所で決めてく ださ い。  

○ 請求する 場合には、 運営規程に明記する 必要があり ま す。 価格の設定方法は、 事業所で

決めてく ださ い。  

 

４  その他添付書類  

（ １ ）  料金表 

○ 令和６ 年４ 月に報酬改定があり ま し た。 改定後の単位を確認し て作成し てく ださ い。  

＜参考＞ 

文書/カテゴリ 検索 

  －令和６ 年度介護保険制度改正・ 報酬改定 

－利用料金早見表（ 居宅サービ ス ）  

－１ ． 新規事業者指定 

          －各サービス  

           －３ ． 申請書類記載例・ 作成例 
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④同一住所で２ サービス 以上の事業を行う 場合 

 

１  事業所名称と 事業所番号について 

  「 事業所の名称」 と 指定の際に付番さ れる 「 事業所番号」 はリ ンク し ていま す。  

 

（ １ ）  サービ ス ごと に異なる 事業所名称をつけたい場合 

 例： 訪問介護事業…○○ホームヘルパーセンタ ー 

   居宅介護支援事業…○○ケアセンタ ー 

 

 

     

 

 

 

（ ２ ）  事業所番号を統一し たい場合 

 

 

 

 

 

 

○ 事業所番号は、介護報酬の請求を行う 場合にも 必要と なり ます。請求事務のこ と も 考えた上

で、 事業所番号を別にする か同じ にする かを事業所で検討し てく ださ い。  

○ 名称に特に決ま り はあり ま せん。 事業所でお考えく ださ い。  

○ ただし 、 既に使用さ れている 名称は、 利用者等に混乱が生じ やすいので、 避けてく ださ

い（ 特に同一市区町村内にある 場合）。  

○ 既 に 名 称 が 使 用 さ れ て い る か 否 か は 、 介 護 情 報 サ ー ビ ス か な が わ

（ https://kaigo.raku raku .or.jp/） の「 介護事業所検索」 等で調べてく ださ い。  

 

２  事務室の配置について 

○ 事務室は同一法人であれば共通で使用でき ま すが、サービ ス ごと に専用の事務ス ペース が必

要です。 机をサービ ス ごと に明確に分けてく ださ い。 図面に机のレ イ アウ ト を記載し 、 ど の

机がど のサービス 用なのかが分かる よ う に記載し てく ださ い。  

 

３  その他 

○ 併設する 他のサービ ス において、 補助金等を受けている 場合、 別途手続が必要な場合があり  

ま す。 申請する 場所が、 補助金等の対象と なっ ている か確認し 、 対象と なっ ていた場合は、

事前に補助金等を受けている 担当部署へ連絡し 、 必要な手続を行ってく ださ い。  

・ 事業所名称を統一し てく ださ い。  

・ 申請は、 １ つにま と めてく ださ い。  

（ 申請書、 登記事項証明書の原本、 図面、 事業所共通書類と し て１ 部あれば、

結構です。）  

・ 事業所番号は別になり ま す。  

・  申請は、 それぞれのサービ ス ごと に行う こ と になり ま す。  

 （ 申請書、 登記事項証明書の原本、 図面も それぞれ用意し てく ださ い。）  

 

19

https://kaigo.rakuraku.or.jp/


第１号様式　（第２条関係）（表）（用紙　日本産業規格Ａ４縦長型）

指定居宅サービス事業所

指定介護予防サービス事業所

介護保険施設

指定（許可）申請書

年 月 日

神奈川県知事殿

申請者

　  介護保険法に規定する事業所（施設）に係る指定（許可）を受けたいので、下記のとおり、

関係書類を添えて申請します。

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

電話番号 （内線） ＦＡＸ番号

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

訪問介護 付表１

訪問入浴介護 付表２

訪問看護 付表３

訪問リハビリテーション 付表４

居宅療養管理指導 付表５

通所介護 付表６

通所リハビリテーション 付表７

短期入所生活介護 付表８

短期入所療養介護 付表９

特定施設入居者生活介護 付表１０

福祉用具貸与 付表１１

特定福祉用具販売 付表１２

介護老人福祉施設 付表１３

介護老人保健施設 付表１４

介護医療院 付表１５

介護予防訪問入浴介護 付表２

介護予防訪問看護 付表３

介護予防訪問リハビリテーション 付表４

介護予防居宅療養管理指導 付表５

介護予防通所リハビリテーション 付表７

介護予防短期入所生活介護 付表８

介護予防短期入所療養介護 付表９

介護予防特定施設入居者生活介護 付表１０

介護予防福祉用具貸与 付表１１

特定介護予防福祉用具販売 付表１２

介護保険事業所番号 1 4 7 1 2 3 4 5 6 7 （既に指定又は許可を受けている場合）

医療機関コード等 （保険医療機関として指定を受けている場合）

＊　 裏面に記載に関しての備考があります。

指
定
介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス

施
設

共生型
サービ
ス申請
時に☑

〇 令和6年9月1日

　　法人の吸収合併又は吸収分割における指定（許可）申請時に☑

指
定
（

許
可
）

を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
所
・
施
設
の
種
類

同一所在地において行う事業等の種類

指定（許可）申
請対象事業等
（該当事業に

○）

既に指定（許
可）を受けてい
る事業等（該当

事業に○）

指定（許可）申請をする
事業等の開始予定年月

日
様　式

指
定
居
宅
サ
ー

ビ
ス

代表者の住所

（郵便番号

神奈川 〇〇 　××1-201

職名 代表取締役
フリガナ カナガワ　タロウ 生年

月日
1970年〇月〇日

氏　名 神奈川　太郎

申
　
請
　
者

フリガナ カブシキカイシャオオドオリカイゴ

名称 株式会社大通介護

主たる事務所の
所在地

（郵便番号

連絡先
045-000-0000 045-000-0000

Email kanagawa@〇〇〇.jp

神奈川 〇〇 　□□１－２

法人等の種類 営利法人

代表者の職名・氏名・
生年月日

令和6 7 1

所在地 株式会社　大通介護　　

名称

代表者職名・氏名 代表取締役　神奈川　太郎

提出年月日を記入し て
く ださ い。

指定を受けたい事業に〇を
付けてく ださ い。

既に同一名称、 同一所在地で指
定を 受けている 事業がある 場合

には〇を付けてく ださ い。
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付表 1  訪問介護事業所の指定に係る 記載事項

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

- ）

- ）

- ）

（ 訪問介護事業を事業所所在地以外の場所で一部実施する 場合）

- ）

都 道 市 区

府 県 町 村

（内線）

連絡先
電話番号 000-000-0002 ＦＡＸ番号 000-000-0003

所在地

（郵便番号

氏    名 平塚 太郎

生年月日 昭和〇〇年〇月〇日生 平塚市〇〇3-3-3

Email kanagawa@〇〇.jp

管

 

理

 

者

フ リ ガナ ヒ ラ ツ カ タ ロ ウ

住所

（郵便番号 333 3333

事

 

業

 

所

フ リ ガナ オオド オリ カイ ゴス テーショ ン

名  称 大通り 介護ス テーショ ン

神奈川 〇〇 　△△７－７－７

共生型サービス の該当有無

○人員に関する 基準の確認に必要な事項

従業者の職種・ 員数
訪問介護員等

専  従 兼  務

訪問介護員等と の兼務の有無

同一敷地内の他の事業所又は施設の

従業者と の兼務（ 兼務の場合記入）

名称
兼務する 職種

及び勤務時間等

常 勤（ 人） 2

非常勤（ 人） 6

常勤換算後の人数（ 人） 3.2

利用者の推定数（ 人） 20

サービス 提供

責任者

フ リ ガナ ヒ ラ ツ カ タ ロ ウ
住所

フ リ ガナ ズシ ジロ ウ
住所

（郵便番号 555 5555

氏 名 逗子 次郎 逗子市△△5-5-5

（郵便番号 333 3333

氏 名 平塚 太郎 平塚市〇〇3-3-3

添付書類 別添のと おり

事

 

業

 

所

フ リ ガナ

名  称

所在地

（郵便番号

備考 1  記入欄が不足する 場合は、 適宜欄を設けて記載する か又は別紙に記載し た書類を添付し てく ださ い。

2  管理者の兼務については、 添付資料にて確認可能な場合は記載を省略する こ と が可能です。

3 当該事業を事業所所在地以外の場所（ いわゆる 出張所） で一部実施する 場合、 下段の表に所在地等を記載し てく ださ い。 ま た、 従業者につい

ては、 上段の表に出張所に勤務する 職員も 含めて記載し てく ださ い。

連絡先
電話番号 ＦＡＸ番号

Email

有 無

有 無
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（ 別添）

付表 1  訪問介護事業所の指定に係る 記載事項 添付書類・ チェ ッ ク リ ス ト

必要書類の添付漏れがないか確認（ ☑を記載） し 、 付表と 合わせて提出し てく ださ い。

添付書類 参考様式 備考

添付

添付省略

添付

添付省略

添付

添付省略

添付

添付省略

添付

添付省略

添付

添付省略

7 誓約書 参考様式６ 添付 添付

※１ 新規指定申請の際は、 全ての添付書類を提出し てく ださ い。

※２

※3

提出者（ 問合先）

新規指定申請

（ ※１ ）

更新申請

（ ※２ ）

1 登記事項証明書又は条例等 添付

2
従業者の勤務体制及び勤務形態一

覧表
参考様式１ 添付

3 サービ ス 提供責任者の経歴 添付

4 平面図 参考様式２ 添付

5 運営規程 添付

6
利用者から の苦情を 処理する ため

に講ずる 措置の概要
参考様式４ 添付

電 話 000-000-0002

ﾒ ﾙーｱﾄﾞ ﾚｽ kanagawa@〇〇.jp 

更新申請の際は、 届出済みの内容から 変更がない場合、 添付を省略する こ と が可能です。

添付を省略する 場合には、 「 添付省略」 にチェ ッ ク を付けてく ださ い。

届出済みの内容が不明確な場合には、 必要書類一式を提出し てく ださ い。

３ 「 サービス 提供責任者の経歴」 は、 次の書類に代える こ と が可能です（ 通知「 指定訪問介護事業者の指定申請等における

サービス 提供責任者の経歴に係る 提出書類の取扱いについて」 （ 平成20年７ 月29日老振発第0729002号） ） 。

（ １ ） 介護福祉士の場合、 「 介護福祉士登録証」

（ ２ ） 介護職員基礎研修課程修了者及び訪問介護に関する １ 級課程修了者の場合、 「 当該研修を修了し た旨の証明書の写し 」

（ ３ ） 訪問介護に関する ２ 級課程修了者の場合、 「 当該研修を修了し た旨の証明書の写し 」 及び「 ３ 年以上介護等の業務に従

事し たこ と がわかる 書類」

事業所名 大通り 介護ス テーショ ン

担当者名 平塚 太郎

書類を 添付し たら ☑し てく ださ
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（ 参考様式1） 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 サービ ス 種別 ( ）

令和 ( ) 年 月 事業所名 ( ）

(1 )

(2 )

(3)事業所における 常勤の従業者が勤務すべき 時間数 時間/週 時間/月

当月の日数 日

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

1 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

2 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

3 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

5 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

6 3 2 3 2 1.5 3 2 3 2 1.5 3 2 3 2 1.5 3 2 3 2 1.5

7 5 5 5 5 5 5 5 5

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

9 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

10

11

12

13

14

15

16

17

18

(12)サービ ス 提供責任者の配置基準（ 前３ か月の利用者数） (13)【 任意入力】 人員基準の確認（ 訪問介護員） （ 勤務形態の記号）

(新規申請の場合は推定数） 常勤換算方法対象外の

常勤の従業者の人数

（ 平均利用者数）

■ 常勤換算方法によ る 人数 基準：

サービ ス 提供責任者 常勤換算の 常勤の従業者が

平均利用者数 （ ※） の必要配置人数 対象時間数（ 週平均） 週に勤務すべき 時間数

÷ ＝ ⇒ ÷ ＝

（ 小数点第1位に切り 上げ） （ 小数点第2位以下切り 捨て）

（ ※） 以下の要件を 全て満たす場合、 利用者の数が50人ま たは ■ 訪問介護員等の常勤換算方法によ る 人数

その端数を増すごと に１ 人以上で可 常勤換算方法対象外の

　 　 ・ 常勤のサービ ス 提供責任者を３ 人以上配置 常勤の従業者の人数 常勤換算方法によ る 人数

　 　 ・ サービ ス 提供責任者の業務に主と し て従事する 者を1人以上配置 ＋ ＝

　 　 ・ サービ ス 提供責任者が行う 業務が効率的に行われている

合計

2 2.8 4.8人

週

常勤換算後の人数

46.3 40 1.2 1.2人以上 113.5 40 2.8

46.3

合計 774 193.5 454 113.5 2

0 0 0 0 -

非常勤で兼務

合計 45.3 47.4 46.3 139 D

454 113.5 454 113.5 - D通院等 0.3 0.4 0.3 1 C

C 非常勤で専従要支援者等 15 16 15 46 B 0 0 0

80 0 0 2 B 常勤で兼務要介護者 30 31 31 92 A 320

0 0

（ 人）
勤務形態

勤務時間数合計 常勤換算の対象時間数 記号 区分

6月 7月 8月 合計 当月合計 週平均 当月合計 週平均 A 常勤で専従

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

訪問介護員 C 介護職員初任者研修修了者 ○○　 H子 96 24

訪問介護員 C 介護職員初任者研修修了者 ○○　 G子 128 32

訪問介護員 C 介護職員初任者研修修了者 ○○　 F子 40 10

訪問介護員 C 介護職員初任者研修修了者 ○○　 E子 46 11.5

訪問介護員 C 介護職員初任者研修修了者 ○○　 D子 64 16

訪問介護員 C 介護職員初任者研修修了者 ○○　 C子 80 20

サービス 提
供責任者 A 実務者研修修了者 ○○　 B子 160 40

サービス 提
供責任者 A 介護福祉士 ○○　 A郞 160 40

管理者 A ー 厚労　 太郎 160 40

(9)1～4週
目の勤務時
間数合計

(10)
週平均

勤務時間数

(11) 兼務状況
（ 兼務先／兼務する 職務の

内容） 等

1週目 2週目 3週目 4週目 5週目
No

(4)
職種

(5)
勤務
形態

(6)
資格

(7) 氏　 名

(8)

40 160

30

訪問介護

6 2024 9 大通り 介護ス テーショ ン

予定

４ 週
【 記載例】
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≪提出不要≫

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表　 記入方法　 （ 訪問介護）

・ ・ ・ 直接入力する 必要があ る 箇所です。

・ ・ ・ プルダウ ン から 選択し て入力する 必要がある 箇所です。

　 なお、 「 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」 に「 シフ ト 記号表（ 勤務時間帯） 」 も 必ず添付し て提出し てく ださ い。

　 ・ 最初に「 年月欄」 「 サービ ス 種別」 「 事業所名」 を 入力し てく ださ い。

　 (1) 「 ４ 週」 ・ 「 暦月」 のいずれかを 選択し てく ださ い。

　 (2) 「 予定」 ・ 「 実績」 ・ 「 予定・ 実績」 のいずれかを 選択し てく ださ い。 （ 「 予定・ 実績」 は予定と 実績が同じ だっ たこ と を 示す場合に選択し てく ださ い。 ）

　 (3) 事業所における 常勤の従業者が勤務すべき 時間数を 入力し てく ださ い。

　 (4) 従業者の職種について、 下記のう ち該当する 職種を プルダウ ン よ り 選択し てく ださ い。 （ 直接入力も 可能です。 ）

 　 　  記入の順序は、 職種ご と にま と めてく ださ い。

No 職種名

1 管理者

2 サービ ス 提供責任者

3 訪問介護員

※サービ ス 提供責任者は介護訪問員から 選任し ま すが、 こ の場合は「 サービ ス 提供責任者」 と し て1行にま と めて記入し てく ださ い。

　 (5) 従業者の勤務形態について、 下記のう ち該当する 区分の記号を プルダウ ン よ り 選択し てく ださ い。

 　 　  記入の順序は、 各職種の中で勤務形態の区分ごと にま と めてく ださ い。

記号 区分

A 常勤で専従

B 常勤で兼務

C 非常勤で専従

D 非常勤で兼務

（ 注） 常勤・ 非常勤の区分について

　 　 　 当該事業所における 勤務時間が、 当該事業所において定めら れている 常勤の従業者が勤務すべき 時間数に達し ている こ と を いいま す。 雇用の形態は考慮し ま せん。

　 　 （ 例えば、 常勤者は週に40時間勤務する こ と と さ れた事業所であ れば、 非正規雇用であ っ ても 、 週40時間勤務する 従業者は常勤扱いと なり ま す。 ）

　 (6) 従業者の保有する 資格について、 該当する 資格名称を プルダウ ン よ り 選択し てく ださ い。 （ 直接入力も 可能です。 ）

 　 　  保有資格を 全て記入する のではなく 、 人員基準上、 求めら れる 資格等を 入力し てく ださ い。

       ※選択し た資格及び研修に関し て、 必要に応じ て、 資格証又は研修修了証等の写し を 添付資料と し て提出し てく ださ い。

　 (7) 従業者の氏名を 記入し てく ださ い。

　 (8) 申請する 事業に係る 従業者（ 管理者を 含む。 ） の1ヶ 月分の勤務時間を 入力し てく ださ い。

　 　   ※ 指定基準の確認に際し ては、 ４ 週分の入力で差し 支えあり ま せん。

　 (9) 従業者ご と に、 合計勤務時間数が自動計算さ れま すので、 誤り がないか確認し てく ださ い。

 　 　  ※ 入力する こ と ができ る 時間数は、 当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき 勤務時間数を 上限と し ま す。

　 (10) 従業者ご と に、 週平均の勤務時間数が自動計算さ れま すので、 誤り がないか確認し てく ださ い。

　 (11) 申請する 事業所以外の事業所・ 施設と の兼務があ る 場合は、 兼務先の事業所・ 施設の名称、 兼務する 職務の内容について記入し てく ださ い。

　 　 　  同一事業所内の兼務についても 兼務する 職務の内容を 記入し てく ださ い。

　 　 　  その他、 特記事項欄と し ても ご 活用く ださ い。

　 (12)前3か月の利用者数を それぞれの欄に入力し てく ださ い。 新規ま たは再開の場合は、 推定数と し ま す。

　 　 　  当該指定訪問介護事業所が提供する 指定訪問介護のう ち、 通院等乗降介助に該当する も ののみを 利用し た者の当該月における 利用者の数については、 0.1人と し て計算し てく ださ い。

　 (13)【 任意入力】  訪問介護員について、 各欄に該当する 数字を 入力し 、 常勤換算後の人数を 算出し てく ださ い。

    ○ 常勤換算方法と は、 非常勤の従業者について「 事業所の従業者の勤務延時間数を 当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき 時間数で除する こ と によ り 、

     常勤の従業者の員数に換算する 方法」 である ため、 常勤の従業者については常勤換算方法によ ら ず、 実人数で計算する 。

     し たがって、 勤務形態「 A： 常勤で専従」 及び「 B： 常勤で兼務」 については、 実態に応じ て「 常勤換算の対象時間数」 及び「 常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」 を確認し 、

     手入力する こ と 。

    ○ 職員が育児・ 介護休業法によ る 短時間勤務制度等を利用する 場合、 週30時間以上の勤務で、 常勤換算方法での計算にあたり 、 常勤の従業者が勤務すべき 時間数を満たし たも のと し 、

     １ （ 常勤） と し て取り 扱う こ と が可能です。 こ の場合、 勤務形態の記号は「 A」 ま たは「 B」 と し 、 人員基準の確認の表においては、 「 常勤換算方法対象外の常勤の従業者の人数」 の欄に

     １ （ 人） と し て入力し てく ださ い。 ま た、 「 (11)兼務状況等」 の欄に「 短時間勤務制度利用」 と 記入し てく ださ い。

下記の記入方法に従っ て、 入力し てく ださ い。

【 留意事項】

・ 初期設定では、 誤入力防止のため「 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」 のシート に保護がかかっていま すので、 行の追加・ 削除等を行う 場合は「 シート の保護」 を解除し てく ださ い。

（ 「 校閲」 ⇒「 シート 保護の解除」 をク リ ッ ク 。 PW は設定し ていま せん。 再度、 シート を 保護する 場合は、 「 シート の保護」 ⇒「 OK」 を ク リ ッ ク 。 ）

・ 従業者の入力行が足り ない場合は、 適宜、 行を 追加し てく ださ い。 その際、 計算式及びプルダウ ンの設定に支障をき たさ ないよ う 留意し てく ださ い。

・ 「 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」 （ 参考様式） には計算式を 設定し ていま すが、 入力の補助を 目的と する も のですので、 結果については作成者の責任にてご確認く ださ い。

・ 必要項目を 満たし ていれば、 各事業所で使用する シフト 表等をも って代替書類と し て差し 支えあり ま せん。
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                                 事業所の  サービス提供責任者   経　歴　書

事業所又は施設の名称 大通り介護ステーション

ヒラツカ　タロウ

平塚　太郎
（郵便番号　333　－　3333　）

平塚市○○３－３－３

000-000-0004

平成12年４月～平成12年10月 中央福祉サービス協会 経理兼事業企画

平成12年11月～平成25年３月 株式会社　カナガワヘルプサービス 訪問介護員

平成25年４月～平成30年９月 株式会社　ベイケアホームヘルプサービス サービス提供責任者

令和５年４月～ 大通り介護ステーション サービス提供責任者

介護福祉士 平成19年4月

備　　考 （研修等の受講の状況等）

備考

　　　１　住所・電話番号は、自宅のものを記入してください。

　　　２　当該管理者が管理する事業所・施設が複数の場合は、「事業所又は施設名」欄を適宜拡張して、

　　　　その全てを記入してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主　　な　　職　　歴　　等

カナ
生年月日 S33 年 3 月 3 日

氏名

住所

電話番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職  務  に  関  連  す  る  資  格

資　格　の　種　類 　　　　　　　　　　　資　　格　　取　得　年　月

      年　　月　～　　年　　月　 勤　　務　　先　　等 職　務　内　容

指 定 （  変 更  ） 後 に 従 事 す る 職 務

      年　　月　～　　年　　月　 勤　　務　　先　　等 職　務　内　容

今回、指定を受ける予定の事業に
ついて記載してください。
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（参考様式２）

平面図

事業所又は施設の名称 大通り介護ステーション

手指消毒設備

　　　　手指消毒設備

備考　1 　必ずしも本様式によらず、各室の用途及び面積の分かるものであれば、既存の平面図等をもって提出書類として差し支えありません。

2 　各室の用途及び面積を記載してください。

3 　当該事業の専用部分と他との共用部分を色分けする等使用関係を分かり易く表示してください。

玄関ホール

事務室 相談室

複合機
（FAX）

廊下

机等の配置を記載してください。

訪問系サービスの場合は、

手指消毒の配置場所を記

載してください。

PC

PC

PC

PCTEL TEL

鍵

付

き

書
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（ 参考様式４ ）

　     　　  　　　利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

事業所又は施設名 大通り介護ステーション

申請するサービス種類 訪問介護

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　措　　置　　の　　概　　要　　
１　利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置

・　相談・苦情に対する常設の窓口として、相談担当者を置いている。また、担当者が不在の時は、
　基本的な事項については誰でも対応できるようにするとともに、担当者に必ず引き継いでいる。

（電話番号）　000-000-0002　　　　　（ＦＡＸ番号）　000-000-0003

（担当者）　　管理者　平塚　太郎

２　円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順

・　苦情があった場合は、ただちにサービス提供責任者が相手方に連絡を取り、直接行くなどして
詳しい事情を聞くとともに、担当者からの事情を確認する。

・　サービス提供責任者が、必要であると判断した場合は、管理者まで含めて検討会議を行う。
(検討会議を行わない場合でも、必ず管理者まで処理結果を報告する。）

・　検討の結果、必ず翌日までに具体的な対応をする（利用者に謝罪に行くなど）。
・　記録を台帳に保管し、再発を防ぐために役立てる。

３　その他参考事項

・　普段から苦情が出ないようなサービス提供を心がけている（毎日朝礼等で確認。訪問介護員に対する
研修の実施等）

備考  上の事項は例示であり 、 こ れにかかわら ず苦情処理に係る 対応方針を具体的に記し てく ださ い。

事業所として、苦情を少なくするための具体的な方策について記載してください。

不在時の対応についても記
入してください。

職名を記入してください。
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○○△△ホームヘルプセンタ ー運営規程 

【 訪問介護】  

（ 事業の目的）  

第１ 条 ○○法人○○が開設する ○○△△ホームヘルプセンタ ー（ 以下「 事業所」 と い

う 。） が行う 指定訪問介護事業の適正な運営を確保する ために人員及び管理運営に関

する 事項を定め、 事業所の介護福祉士又は介護員養成研修の修了者等（ 以下「 訪問介

護員等」 と いう 。） が、 要介護状態にある 高齢者に対し 、 適正な事業を提供する こ と

を目的と する 。  

 

（ 運営の方針）  

第２ 条 事業所の訪問介護員等は、要介護者の心身の特性を踏ま えて、 可能な限り その

居宅において、 その有する 能力に応じ 自立し た日常生活を営むこ と ができ る よ う 、 入

浴、 排せつ、 食事の介護その他の生活全般にわたる 援助を行う 。  

２  事業の実施に当たっては、 地域と の結び付き を重視し 、 関係市町村、 地域の保健・

医療・ 福祉サービス と の綿密な連携を図り 、 総合的なサービ ス の提供に努める も のと

する 。  

 

（ 事業の運営）  

第３ 条 訪問介護の提供に当たっては、事業所の訪問介護員等によ ってのみ行う も のと

し 、 第三者への委託は行わないも のと する 。  

 

（ 事業所の名称等）  

第４ 条 訪問介護を行う 事業所の名称及び所在地は次のと おり と する 。  

（ １ ） 名称  ○○△△ホームヘルプセンタ ー 

（ ２ ） 所在地 神奈川県○×市□△町１ －２ －３  

 

（ 従業員の職種、 員数及び職務内容）  

第５ 条 事業所における 従業員の職種、 員数及び職務内容は次のと おり と する 。  

（ １ ）  管理者 １ 名（ 常勤兼務）  

管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行う と と も に、事

業所の従業員に対し 遵守すべき 事項について指揮命令を行う 。  

（ ２ ） サービ ス 提供責任者 ２ 名（ 常勤兼務２ 名）  

サービ ス 提供責任者は、 事業所に対する 指定訪問介護の利用の申込みに係る 調

整、 訪問介護員等に対する 技術指導、 訪問介護計画の作成等を行う  

（ ３ ）  訪問介護員等 

訪問介護員等は指定訪問介護の提供に当たる 。  

訪問介護員等 常勤（ 人）  非常勤（ 人） 

専従 ０ 人 ０ 人 

兼務 ５ 人 ２ 人 

作成例 
事業所名称 
を記載してください。 

職員については、職種ごとに
常勤、非常勤の別、専従、兼
務の別で人数を記載してくださ
い。 

28



 

 

 

 

（ 営業日及び営業時間等）  

第６ 条 事業所の営業日及び営業時間は次のと おり と する 。  

（ １ ） 営業日 月曜日から 金曜日ま でと する 。 ただし 祝日、 12 月 29 日から １ 月３ 日

は営業し ない。  

 （ ２ ） 営業時間 午前９ 時から 午後５ 時ま で 

 （ ３ ） サービス 提供時間 午前８ 時 30 分から 午後６ 時ま で 

 （ ４ ） 上記の営業日、 営業時間のほかに、 電話等によ り 24 時間常時連絡が可能な体

制と する 。  

 

（ 訪問介護の内容等）  

第７ 条 訪問介護の内容は、 次のと おり と する 。  

 （ １ ） 身体介護 

 （ ２ ） 生活援助 

 （ ３ ） 通院等乗降介助 

 

（ 緊急時における 対応方法）  

第８ 条 事業所の訪問介護員等は、訪問介護実施中に、 利用者の病状に急変等が生じ た

時は速やかに主治医に連絡する 等の措置を講じ 、 主治医への連絡が困難な場合は、 緊

急搬送等適切な措置を講ずる も のと する 。  

２  前項について、 し かる べき 措置を講じ た場合には、 速やかに管理者に報告する こ と

と する 。  

 

（ 利用料等）  

第９ 条 訪問介護を提供し た場合の利用料金は、 介護報酬告示上の額と し 、 そのサービ

ス が法定代理受領サービス である と き は、利用者の負担割合に応じ て支払いを受ける

も のと する 。 詳細は別添の料金表のと おり 。  

２  訪問介護を提供し た場合の利用料金のほか、 第 10 条の通常の事業の実施地域を超

えて行う 訪問介護に要し た交通費は、公共交通機関を利用し た場合はその実費を徴収

する 。 なお、 自動車を利用し た場合の交通費は次の額を徴収する 。  

   通常の実施地域を超えたと こ ろから 片道１ ｋ ｍあたり  ○○円 

３  利用料の支払いを受けた時は、利用者又はその家族に対し 、利用料と その他利用料

について記載し た領収書を交付する 。  

 

（ 通常の事業の実施地域）  

第 10 条 通常の実施地域は、 ○○市、 △△市の一部地域（ □□町、 ○町、 ×××町１

丁目～５ 丁目） と する 。  

 

営業時間とサービス提供時間が
異なる場合は、それぞれの時間
を記載してください。 

実施地域は客観的に場所が特定できるよう
にすること。○○市南部や事業所から○○
Ｋm 以内などは不適切です。 
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（ 虐待の防止のための措置）  

第 11 条 事業所は、 虐待の発生又はその再発を防止する ため、 次の各号に掲げる 措置

を講じ る も のと する 。  

（ １ ） 虐待の防止のための対策を検討する 委員会を定期的に開催する と と も に、その結

果について、 訪問介護員等に周知徹底を図る 。  

（ ２ ） 虐待の防止のための指針を整備する 。  

（ ３ ） 訪問介護員等に対し 、 虐待の防止のための研修を 採用時及び年１ 回以上実施す

る 。  

（ ４ ） 前３ 号に掲げる 措置を適切に実施する ための担当者を置く 。  

２  事業所は、虐待を受けたと 思われる 高齢者を発見し た場合は、 速やかに、こ れを市

町村に通報する も のと する 。  

 

（ 衛生管理等）  

第 12 条 事業所は訪問介護員等の清潔の保持及び年１ 回の健康診断を行い健康状態の

管理に努める 。 ま た、 事業所の設備及び備品等の衛生管理に努める も のと する 。  

 

（ 相談・ 苦情処理）  

第 13 条 事業所は、 利用者から の相談、 苦情等に迅速かつ適切に対応する ために必要

な措置を講じ る も のと する 。  

２  事業所は、 提供し た訪問介護に関し 、 介護保険法第 23 条の規定によ り 市町村が行

う 文書その他の物件の提出若し く は提示の求め又は市町村の職員から の質問若し く

は照会に応じ る 等市町村が行う 調査に協力する と と も に、 指導又は助言を受けた場

合においては、 指導又は助言に従って必要な改善を行う こ と と する 。  

３  事業所は、 提供し た訪問介護に係る 利用者から の苦情に関し て国民健康保険団体

連合会が行う 調査に協力する と と も に、指導又は助言を受けた場合においては、指導

又は助言に従って必要な改善を行う こ と と する 。  

 

（ 事故処理）  

第 14 条 事業所は、 サービ ス 提供に際し 、 利用者に事故が発生し た場合には、 速やか

に市町村、介護支援専門員、利用者の家族等に連絡を行う と と も に、必要な措置を講

じ る 。  

２  事業所は、 利用者に賠償すべき 事故が発生し た場合には速やかに損害賠償を行う 。 

 

（ 秘密の保持）  

第 15 条 事業所は、 利用者の個人情報について「 医療・ 介護関係事業者における 個人

情報の適切な取扱いのためのガイ ダンス 」 及び個人情報保護に関する 法律を遵守し

適切な措置を講じ る 。  

２  従業者は正当な理由がある 場合を除き 、 業務上知り 得た利用者又はその家族の秘

密を漏ら し てはなら ない。 退職後も 同様と する 。  
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３  事業所はサービ ス 担当者会議等において、 利用者又はその家族の個人情報を 用い

る 場合はあら かじ め文書によ り 同意を得る こ と と する 。  

 

（ 記録の整備）  

第 16 条 事業所は訪問介護の提供に関する 次に掲げる 記録を整備し 、 その完結から

５ 年間保存する 。  

（ １ ） 訪問介護計画 

（ ２ ） 提供し た具体的サービ ス 内容等の記録 

（ ３ ） 身体的拘束等の態様及び時間、 その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由の記録 

（ ４ ） 利用者に関する 市町村への報告等の記録 

（ ５ ） 苦情・ 相談等に関する 記録 

（ ６ ） 事故の状況及び事故に対する 処置状況に関する 記録 

２  事業所は、 従業員、 設備、 備品及び会計に関する 記録を整備し 、 その終了の日か

ら ５ 年間保存する 。  

 

（ その他運営に関する 重要事項）  

第 17 条 事業所は職員の資質向上のために以下の研修機会を設ける も のと し 、 ま た業

務体制を整備する 。  

（ １ ） 採用時研修 採用後１ 月以内に実施する 。  

（ ２ ） 継続研修  年○回以上実施する 。  

２  こ の規程に定める 事項のほか、運営に関する 重要事項は〇〇法人と 事業所の管理

者と の協議に基づいて定める も のと する 。  

 

附則 

こ の規程は、 令和〇〇年〇月〇日から 施行する 。  
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１ 　 訪問介護の介護報酬に係る 費用

単位

単位

単位

単位

単位

通院等乗
降介助

＊利用者負担額（１割）の算出方法

　 ①②の計算によ る １ か月のサービス 合計単位数×地域単価○○. ○○＝○○円（ １ 円未満切り 捨て）
　 ○○円－（ ○○円×０ ． ９ （ １ 円未満切り 捨て） ） ＝△△円（ 利用者負担額）

＊利用者負担額（２割）の算出方法

　 ①②の計算によ る １ か月のサービス 合計単位数×地域単価○○. ○○＝○○円（ １ 円未満切り 捨て）
　 ○○円－（ ○○円×０ ． ８ （ １ 円未満切り 捨て） ） ＝△△円（ 利用者負担額）

＊利用者負担額（３割）の算出方法

　 ①②の計算によ る １ か月のサービス 合計単位数×地域単価○○. ○○＝○○円（ １ 円未満切り 捨て）
　 ○○円－（ ○○円×０ ． ７ （ １ 円未満切り 捨て） ） ＝△△円（ 利用者負担額）
　 ※○○. ○○円は、 ○○市（ ○級地） の地域単価

２ 　 運営基準に定めら れたその他の費用

200 単位/月
（ △△△円）

初回加算

早朝・ 夜間加
算

深夜( 22時～翌6時) に
訪問し た場合

所定単位数×50％深夜加算

その他の費用
（ 交通費）

　 当事業所の通常の事業の実施地域（ ○○市△△区、 ◎◎区、 ▽▽
区） にお住ま いの方は無料ですが、 それ以外の地域にお住ま いの方
は、 訪問介護員が訪問する ための交通費（ 実費） がかかり ま す。 な
お、 自動車を使用し た場合の交通費は次の額をお支払いいただき ま
す。

実費

通常の事業の実施地域を越えてから 、
片道１ ｋ ｍ毎に　 ○○円

生活機能向上連携加算（ Ⅱ）
200 単位/月
（ △△△円）

介護職員等処遇改善加算（ Ⅰ～Ⅴ（ 14） ）

地域単価×介護報酬総単
位数( 基本単位＋各種加
算減算) ×サービス 別加
算率
<１ 単位未満の端数四捨
五入>

項目 金額 説明

②
加
算

サービス 提供責任者が
初回又は初回と 同月内

に訪問し た場合

生活機能向上連携加算（ Ⅰ）
100 単位/月
（ △△△円）

①基本額
　 下段( 　 ) 内は、 利用
者負担額を 円に換算し
表示し たも のです。 た
だし 、 小数点以下は切
り 捨てと なる ため、
１ ヶ 月の合計単位数で
計算し た場合、 多少の
誤差が出ま す。

（ △△△円）

20分以上
30分未満
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生活援
助

身
体
介
護

20分未満

緊急時訪問介
護加算

利用者から の要請に
よ り 緊急の訪問介護

を行った場合

100 単位/回
（ △△△円）

２ 人の訪問介護員によ る サービ ス 提供 所定単位数の２ ０ ０ ％

早朝( 6時～8時) 又は
夜間( 18時～22時) に

訪問し た場合
所定単位数×25％

－
97 単位

（ △△△円）

（ △△△円）

1時間以上
567

（ △△△円）

以降30分を 増す毎に
82

（ △△△円）

20分以上
45分未満

30分以上
1時間未満

179 単位
（ △△△円）

45分以上 220 単位
（ △△△円）

（ △△△円）

387

163

【 訪問介護事業の料金表（ 通院等乗降介助を 行う 場合） の例】

大通り 介護ス テーショ ン訪問介護料金表

令和〇年〇月〇日現在

項目

サービス １ 回当たり の料金

内容 所要時間
単位数　 　 　 　 （ 利用者

負担）

利用者負担額（ 円）

１ 割負担 ２ 割負担 ３ 割負担

利用者負担額は、下記＊の算出
方法により算出してください。

通院等乗降介助を行う場
合に記載してください。

事業所名称
を記載してください。
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（別紙２）

令和 年 月
殿

このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

ー ）
県

ー ）
県

ー ）
県

ー ）
県

ー ）
県

□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □

□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □
□ □ □

備考1　「受付番号」「事業所所在市町村番号」欄には記載しないでください。
　　2　「法人の種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」「財団法人」
　　　「株式会社」「有限会社」等の別を記入してください。
　　3　「法人所轄庁」欄は、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。
　　4　「実施事業」欄は、該当する欄に「〇」を記入してください。
　　5　「異動等の区分」欄には、今回届出を行う事業所・施設について該当する数字の横の□を■にしてください。
　　6　「異動項目」欄には、(別紙1，1－2)「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」に掲げる項目（施設等の区分、

人員配置区分、その他該当する体制等、割引）を記載してください。
　　7　「特記事項」欄には、異動の状況について具体的に記載してください。
　　8　「主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の所在地」について、複数の出張所等を有する場合は、
　　　適宜欄を補正して、全ての出張所等の状況について記載してください。

所在地

名　 称

受付番号

介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出書＜指定事業者用＞

知事

事業所所在地市町村番号

届
　
出
　
者

フリ ガナ
名　 　 称

主たる 事務所の所在地
(郵便番号

　 (ビルの名称等)
連 絡 先 電話番号 FAX番号

　 群市

法人の種別 法人所轄庁
代表者の職・ 氏名 職名 氏名

代表者の住所
(郵便番号

　 群市

事
業
所
・
施
設
の
状
況

フリ ガナ
事業所・ 施設の名称

主たる 事業所・ 施設の所在地
(郵便番号

　 群市

連 絡 先 電話番号 FAX番号

連 絡 先 電話番号 FAX番号
管理者の氏名

主たる 事業所の所在地以外の場所
で一部実施する 場合の出張所等の
所在地

(郵便番号
　 群市

管理者の住所
(郵便番号

　 群市

届
出
を
行
う
事
業
所
・
施
設
の
種
類

同一所在地において行う
事業等の種類

実施
事業

指定（ 許可） 異動等の区分 異動（ 予定）

2変更 3終了

訪問看護

異動項目
年月日 年月日 (※変更の場合)

指
定
居
宅
サ
ー

ビ
ス

訪問介護 1新規

訪問入浴介護 1新規 2変更 3終了

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃ ｼーｮﾝ 1新規 2変更 3終了

1新規 2変更 3終了

通所介護 1新規 2変更 3終了

居宅療養管理指導 1新規 2変更 3終了

短期入所生活介護 1新規 2変更 3終了

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃ ｼーｮﾝ 1新規 2変更 3終了

特定施設入居者生活介護 1新規 2変更 3終了

短期入所療養介護 1新規 2変更 3終了

介護予防訪問入浴介護 1新規 2変更 3終了

福祉用具貸与 1新規 2変更 3終了

介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃ ｼーｮﾝ 1新規 2変更 3終了
介護予防訪問看護 1新規 2変更 3終了

介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃ ｼーｮﾝ 1新規 2変更 3終了
介護予防居宅療養管理指導 1新規 2変更 3終了

介護予防短期入所療養介護 1新規 2変更 3終了
介護予防短期入所生活介護 1新規 2変更 3終了

施
設

介護老人福祉施設 1新規 2変更
介護予防福祉用具貸与 1新規 2変更 3終了
介護予防特定施設入居者生活介護 1新規 2変更 3終了

3終了

介護老人保健施設 1新規 2変更 3終了

介護医療院 1新規 2変更 3終了

関係書類 別添のと おり

介護保険事業所番号

医療機関コ ード 等

特
記
事
項

変　 更　 前 変　 更　 後
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（ 別紙１ ー１ －２ ）

□ １ 　 １ 級地 □ ６ 　 ２ 級地 □ ７ 　 ３ 級地 □ ２ 　 ４ 級地

□ ３ 　 ５ 級地 □ ４ 　 ６ 級地 □ ９ 　 ７ 級地 □ ５ 　 その他

□ １ 　 定期巡回の指定を 受けていない □ １ 　 なし □ １ 　 なし

□ ２ 　 定期巡回の指定を 受けている □ ２ 　 あ り □ ２ 　 あ り

□ ３ 　 定期巡回の整備計画があ る

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １  減算型 □ ２  基準型

特定事業所加算（ Ⅴ以外） □ １  なし □ ２  加算Ⅰ □ ３  加算Ⅱ □ ４  加算Ⅲ □ ５  加算Ⅳ

特定事業所加算Ⅴ □ １  なし □ ２  あ り

□ １ 　 身体介護

□ 11 訪問介護 □ ２ 　 生活援助

□ ３ 　 通院等乗降介助

特別地域加算 □ １  なし □ ２  あ り

口腔連携強化加算 □ １  なし □ ２  あ り

認知症専門ケ ア加算 □ １  なし □ ２  加算Ⅰ □ ３  加算Ⅱ

□ １  なし □ ７  加算Ⅰ

□ ８  加算Ⅱ □ ９  加算Ⅲ □ Ａ  加算Ⅳ □ Ｂ  加算Ⅴ(１ )

□ Ｃ  加算Ⅴ(２ ) □ Ｄ  加算Ⅴ(３ ) □ Ｅ  加算Ⅴ(４ ) □ Ｆ  加算Ⅴ(５ )

□ Ｇ  加算Ⅴ(６ ) □ Ｈ  加算Ⅴ(７ ) □ Ｊ  加算Ⅴ(８ ) □ Ｋ  加算Ⅴ(９ )

□ Ｌ  加算Ⅴ(１ ０ ) □ Ｍ 加算Ⅴ(１ １ ) □ Ｎ  加算Ⅴ(１ ２ ) □ Ｐ  加算Ⅴ(１ ３ )

□ Ｒ  加算Ⅴ(１ ４ )

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る  体 制 等 状 況 一 覧 表（ 居宅サービス ・ 施設サービス ・ 居宅介護支援）

事 業 所 番 号

提供サービ ス 施設等の区分 人員配置区分 そ　  　 　 の　  　 　 他　 　  　 該　 　  　 当　 　  　 す 　 　 　 る  　 　 　 体 　 　 　 制 　 　 　 等 LIFEへの登録 割 引

２  あ り

各サービ ス 共通 地域区分

定期巡回・ 随時対応サービ ス に関す
る 状況

共生型サービ ス の提供
（ 居宅介護事業所）

□ １  なし □

同一建物減算（ 同一敷地内建物等に
居住する 者への提供）

□ １ 　 非該当 □ ２ 　 該当

共生型サービ ス の提供
（ 重度訪問介護事業所）

□ １  なし □ ２  あ り

同一建物減算（ 同一敷地内建物等に
居住する 者への提供（ 利用者50人以
上） ）

□ １ 　 非該当 □ ２ 　 該当

１ 　 非該当 □ ２ 　 該当

介護職員等処遇改善加算

中山間地域等における 小規模事業所
加算（ 地域に関する 状況）

□ １ 　 非該当 □ ２ 　 該当

同一建物減算（ 同一敷地内建物等に
居住する 者への提供割合90％以上）

□

中山間地域等における 小規模事業所
加算（ 規模に関する 状況）

□ １ 　 非該当 □ ２ 　 該当
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【 よ く ある 質問】  

 Ｑ   法人の登記事項証明書（ 謄本） は、 写し でも よ いですか。  

 Ａ   原本をご提出く ださ い。 （ 発行日から ３ か月以内のも の）  

 

 Ｑ   事業所の常勤職員（ 正社員） の勤務時間が、 勤務形態一覧表で「 常勤職員が勤務す

べき １ 週あたり の勤務時間」 に満たない場合、 勤務形態のと こ ろは、 ど のよ う に記載し たら

よ いですか。  

 Ａ   「 常勤職員が勤務すべき １ 週あたり の勤務時間」 が週４ ０ 時間と 設定さ れている 場

合、 その勤務時間数を下回っ ていれば、 勤務形態一覧表に記載いただく 勤務形態は、 正社員

の方でも 「 非常勤で専従（ 又は兼務） 」 と なり ま す。  

 

 Ｑ   運営規程の従業者の員数の記載については、 「 ○人以上」 と いう 記載でも よ いです

か。  

 Ａ   原則と し て、 職種ごと に常勤・ 非常勤の別、 専従・ 兼務の別と 員数を 正確に記載い

ただく 必要があり ま すが、 従業者数が変わる ご と に運営規程を 変更せずに済むよ う 、 業務負

担軽減等の観点から 、 「 ○人以上」 と 記載する こ と も 差し 支え あり ま せん。 ただし 、 単に

「 ２ ． ５ 人以上」 などと せず、 事業所の実態に合った記載と し てく ださ い。  

 

 Ｑ   通常の事業の実施地域外の交通費については、 自動車を利用し た場合、 ど のよ う に

記載をし たら よ いですか。  

 Ａ   「 通常の事業の実施地域を越えた地点から 、 片道１ km 当たり ○○円」 と し てく ださ

い。  

 

 Ｑ   料金表の利用者負担額（ １ 割） の算出方法の計算式は、  

「 地域単価×単位数＝○○円（ １ 円未満切り 捨て）  

○○円×０ ． １ ＝△△円（ 利用者負担額） 」 でよ いですか。  

 Ａ   利用者負担額（ １ 割） の算出方法の計算式は、  

「 地域単価×単位数＝○○円（ １ 円未満切り 捨て）  

○○円－（ ○○円×０ ． ９ （ １ 円未満切り 捨て） ） ＝△△円（ 利用者負担額） 」 と なり ま

す。  
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 Ｑ   加算の届出書（ 介護給付費算定に係る 体制等に関する 届出書） の記載についてです

が、 指定予定年月日は「 指定（ 許可） 年月日」 と 「 異動年月日」 のど ちら に書けばよ いです

か。  

 Ａ   新規申請の場合には、 指定予定年月日を「 異動年月日」 に記載し てく ださ い。 「 指

定（ 許可） 年月日」 は空欄にし てく ださ い。 （ 「 指定（ 許可） 年月日」 は、 既に指定を 受け

ている サービ ス で加算の変更をする 際に、 指定を受けた年月日を記載する と こ ろです。 ）  
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